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第２章 積算基準（参考資料） 
 

第１節 積算基準 
 

１－１ 技術者の職種区分 
    参考までに設計業務等における技術者の職種区分定義を下記のとおり示す。 

（３） 土木設計業務等に係る技術者 

 

なお，職種区分定義で示されている定型業務，非定型業務については下記を参考に判断するものとする。 

定 型 業 務 ・調査項目，調査方法等が指定されており，作業量，所要工期等も明確な業務 

  ・参考となる類似業務があり，それらをベースに応用することが可能な比較的簡易な業務 

 ・設計条件，計画諸元の設定等が比較的容易で，立地条件や社会条件による業務遂行への影響

が小さい業務 

非定型業務 ・調査項目，調査方法等が未定で，コンサルタントとしての経験から最適な業務計画，設計手法等

を確立して対応することが求められる業務 

・比較検討のウエイトが高く，かつ新技術または高度技術と豊かな経験を要する大規模かつ 

重要構造物の設計業務 

・文化性，芸術性が特に重視される業務 

・先例が少ないか，実験解析，特殊な観測・診断等を要する業務 

・委員会運営や関係機関との調整等を要する業務 

・計画から設計まで一貫した業務 

 

 

第２章 積算基準（参考資料） 
 

第１節 積算基準 
 

１－１ 技術者の職種区分 
    参考までに設計業務等における技術者の職種区分定義を下記のとおり示す。 

（３） 土木設計業務等に係る技術者 

 

    なお，職種区分定義で示されている定型業務，非定型業務については下記を参考に判断するものとする。 

定 型 業 務     ・調査項目，調査方法等が指定されており，作業量，所要工期等も明確な業務 

・参考となる類似業務があり，それらをベースに応用することが可能な比較的簡易な業務 

          ・設計条件，計画諸元の設定等が比較的容易で，立地条件や社会条件により業務遂行が 

大きく作用されない業務 

非定型業務･調査項目，調査方法等が未定で，コンサルタントとしての経験から最適な業務計画，設計手法等を 

確立して対応することが求められる業務 

・比較検討のウエイトが高く，かつ新技術または高度技術と豊かな経験を要する大規模かつ 

重要構造物の設計業務 

          ・文化性，芸術性が特に重視される業務 

          ・先例が少ないか，実験解析，特殊な観測・診断等を要する業務 

          ・委員会運営や関係機関との調整等を要する業務 

          ・計画から設計まで一貫した業務 
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１－３ 旅費交通費 
旅費交通費の積算にあたっては、１－３－１を原則適用する。ただし、現地条件等により、１－３－１に

よりがたい場合や宿泊または滞在を伴う業務の場合は、１－３－２を適用する。なお、１－３－１によりが

たい事象の発生や宿泊または滞在が生じ、業務の設計変更が生じた場合は、当初設計分も含めて１－３－２

を適用する。 

 

  １－３－１ 旅費交通費の率を用いた積算 

 

１）「測量業務、地質調査業務、土木設計業務、調査、計画業務」については、各業務の直接人件費（地

質調査業務においては直接調査費）に対し、下記表の率を乗じた額を旅費交通費として積算すること。 

なお、率を適用する区分は積算基準書に準拠する。 

往復旅行時間にかかる直接人件費は積算上含まれているため、別途計上しない。 

設計変更により業務が適用対象外となった場合、当初設計分も含め１－３－２を適用する。 

同一業務の中で、複数区分の積算を行う場合は、それぞれの区分の率を用いて算出すること。 

 

 

 

 

 

区分 旅費交通費 旅費交通費の上限（千円） 

測 量 業 務 直 接 人 件 費 の 0 . 5 6 % 230 

地 質 調 査 業 務 直 接 調 査 費 の 2 . 1 4 % 1,026 

土 木 設 計 業 務 直 接 人 件 費 の 0 . 6 3 % 244 

調 査 、 計 画 業 務 直 接 人 件 費 の 1 . 4 9 % 597 

 

（注）１．測量業務における旅費交通費の率は、打合せ、関係機関協議の費用とする。現地作業での連絡車（ラ

イトバン）運転に係る機械経費及び材料費は測量業務標準歩掛の機械経費率等に含まれているた

め、別途計上しない。 

２．地質調査業務おける旅費交通費の率は、打合せ、関係機関協議、現地作業（現地踏査等含む）の費用

とする。 

３．土木設計業務、調査、計画業務における旅費交通費の率は、打合せ（点検報告、流量観測結果報告

含む）、関係機関協議、現地作業（現地踏査、点検等含む）の費用とする。 

４．水文観測業務における、移動コースにかかる工数の算出は、１－３－２を適用する。 

 

１－３ 旅費交通費 

（新設） 

 

 

 

  １－３－１ 通勤及び宿泊の区分 

 

  （１） 通勤により業務を行う場合 

通勤により業務を行えるかどうかの判断は下記を目安とする。ここでいう積算上の基地とは，原則

として指名業者のうち，現地に最も近い本支店等が所在する市役所等とする。なお，随意契約の場合

は，特定された業者が所在する市役所等とする。 

なお，本支店等とは参加表明書等に記載されている本支店等を指し，市役所等とは市役所，町・村

役場とし，特別区の場合は区役所を指す。 

また，現地での作業を伴う業務は連絡車（ライトバン）運転，その他の業務については公共交通機

関を利用するものとして積算することを標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 積算上の基地から現地まで，連絡車（ライトバン）運転によるものとして積算する場合は，積算

上の基地から現地までの片道距離が 30km 程度（高速道路等を利用する場合は片道距離 60km 程

度）もしくは片道所要時間１時間程度とする。 
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１－３－２ 旅費交通費の率を用いない積算 

（１）通勤及び宿泊・滞在の区分 

１）通勤可能な目安は、積算上の基地から現地までの片道距離が 30km 程度（高速道路等を利用する場合は

片道距離 60km 程度）もしくは片道所要時間１時間程度とする。ここでいう積算上の基地とは，原則とし

て指名業者のうち，現地に最も近い本支店等が所在する市役所等とする。なお，随意契約の場合は，特定

された業者が所在する市役所等とする。 

なお，本支店等とは参加表明書等に記載されている本支店等を指し，市役所等とは市役所，町・村役場

とし，特別区の場合は区役所を指す。 

現地での作業を伴う業務は連絡車（ライトバン）運転，その他の業務については公共交通機関を利用

するものとして積算する。 

 

地質調査業務及び土木設計業務及び調査、計画業務における旅費交通費は別途計上する。なお，測量業

務においては，連絡車（ライトバン）運転にかかる機械経費及び材料費は測量業務標準歩掛の機械経費率

等に含まれているため，別途計上しない。 

              連絡車（ライトバン）運転にかかる機械経費及び材料費    １日当り単価表 

名  称 規   格 単 位 数  量 単  価 金  額 摘    要 

ガソリン レギュラー Ｌ    2.6Ｌ/ｈ×○ｈ 

損  料 ﾗｲﾄﾊﾞﾝ 1.5Ｌ ｈ    運転時間当り損料 

〃       〃 日 １   供用日当り損料 

      連絡車（ライトバン）運転にかかる運転労務費は計上しない。また，高速道路等の料金は別途計上する

こと。 

２）空中写真測量及び航空レーザ測量の場合は，撮影士及び撮影助手の往復交通費は，本拠飛行場から本拠

飛行場に最も近い本支店等が所在する市役所までとする。なお，操縦士及び整備士の往復交通費につい

ては計上しない。 

３）往復旅行時間にかかる直接人件費を計上する場合は，その旨特記仕様書等に明示するものとする。 

４）上記１）の範囲を超え，現地に滞在して業務を実施する必要がある場合は，各所管の「旅費取扱規則」

及び「日額旅費支給規則」によるものとする。 

なお，測量業務においては，滞在地から現地までのライトバン運転にかかる機械経費及び材料費は測量業

務標準歩掛の機械経費率に含まれているため，別途計上しない。 

 

 

（２）旅費交通費の扱い 

１） 旅費交通費の算定において，普通日額旅費については積算上，計上しないものとする。 

２） 鉄道運賃等 

     ２）-１ 鉄道運賃等については，その乗車に要する運賃を計上する。 

     ２）-２ 複数の路線がある場合は，安い方の運賃を計上する。 

     ２）-３ 特急料金等については，下記により計上するものとする。 

① 特急列車を運行している区間については，片道 100km 以上（乗車可能区間）であれば，特急料金

を計上する。 

② 急行列車を運行している区間については，片道 50km 以上（乗車可能区間）であれば，急行料金を

計上する。 

３） 宿泊料（国土交通省所管旅費取扱規則及び国土交通省日額旅費支給規則による場合） 

積算方法は，目的地に到着した日は普通旅費による宿泊料とし，翌日から目的地を出発する日の前日まで

の日数について滞在日額旅費による宿泊料を計上する。 

４） 日当（普通旅費） 

日当は，宿泊を伴う場合で，積算上の基地から目的地への往復に要した日数について計上する。 

計上する日当については，２分の１日当を原則とする。 

５） 日当・宿泊料 

１－３－２ 旅費交通費の扱い 

１） 積算上の基地から現地まで，連絡車（ライトバン）運転によるものとして積算する場合は，積算

上の基地から現地までの片道距離が 30km 程度（高速道路等を利用する場合は片道距離 60km 程

度）もしくは片道所要時間１時間程度とする。 

 

 

 

 

 

 

 

地質調査業務及び土木設計業務及び調査、計画業務における旅費交通費は別途計上する。なお，測量業

務においては，連絡車（ライトバン）運転にかかる機械経費及び材料費は測量業務標準歩掛の機械経費率

等に含まれているため，別途計上しない。 

              連絡車（ライトバン）運転にかかる機械経費及び材料費    １日当り単価表 

名  称 規   格 単 位 数  量 単  価 金  額 摘    要 

ガソリン レギュラー Ｌ    2.6Ｌ/ｈ×○ｈ 

損  料 ﾗｲﾄﾊﾞﾝ 1.5Ｌ ｈ    運転時間当り損料 

〃       〃 日 １   供用日当り損料 

      連絡車（ライトバン）運転にかかる運転労務費は計上しない。また，高速道路等の料金は別途計上する

こと。 

      ２）空中写真測量及び航空レーザ測量の場合は，撮影士及び撮影助手の往復交通費は，本拠飛行場から本拠飛

行場に最も近い本支店等が所在する市役所までとする。なお，操縦士及び整備士の往復交通費については

計上しない。 

      ３）往復旅行時間にかかる直接人件費を計上する場合は，その旨特記仕様書等に明示するものとする。 

 （２） 現地に滞在して業務を行う場合 

上記（１）の範囲を超え，現地に滞在して業務を実施する必要がある場合は，各所管の「旅費取扱規則」

及び「日額旅費支給規則」によるものとする。 

なお，測量業務においては，滞在地から現地までのライトバン運転にかかる機械経費及び材料費は，測量業

務標準歩掛の機械経費率に含まれているため，別途計上しない。 

 

１－３－２ 旅費交通費の扱い 

（１） 旅費交通費の算定において，普通日額旅費については積算上，計上しないものとする。 

（２） 鉄道運賃等 

     １） 鉄道運賃等については，その乗車に要する運賃を計上する。 

     ２） 複数の路線がある場合は，安い方の運賃を計上する。 

     ３） 特急料金等については，下記により計上するものとする。 

① 特急列車を運行している区間については，片道 100km 以上（乗車可能区間）であれば，特急料金を計

上する。 

② 急行列車を運行している区間については，片道 50km 以上（乗車可能区間）であれば，急行料金を計

上する。 

（３） 宿泊料（国土交通省所管旅費取扱規則及び国土交通省日額旅費支給規則による場合） 

積算方法は，目的地に到着した日は普通旅費による宿泊料とし，翌日から目的地を出発する日の前日まで

の日数について滞在日額旅費による宿泊料を計上する。 

（４） 日当（普通旅費） 

日当は，宿泊を伴う場合で，積算上の基地から目的地への往復に要した日数について計上する。 

計上する日当については，２分の１日当を原則とする。 

（５） 日当・宿泊料 

 

  

  



 
業  種 積算基準（参考資料） 

(H30) 

改          正 現          行 備  考 

（３） 旅費交通費の構成 

 

（４） 旅費交通費等の積算例（滞在時） 

１） 積算条件 

２） 交通費 

３） 旅費交通費 

４） 往復旅行時間にかかる直接人件費（参考：平成 29 年度 設計業務委託等技術者単価） 
 

                基準日額 移動日数 
      測 量 技 師       ＝ 33,300 × 1      ＝ 33,300 円 

      測量技師補  ＝ 26,900 × 1      ＝ 26,900 円 

      測 量 助 手       ＝ 26,800 × 1      ＝ 26,800 円 

  往復旅行時間にかかる直接人件費計 ＝33,300＋26,900＋26,800×2＝ 113,800 円 

 

（５） 宿泊を伴う外業所要日数の休日補正の算定 

 

 

 

 

１－６ 技術者基準日額時間外手当の算出 

 

（２） その他 

 割増賃金部分は，各業務の直接人件費に対する割合により積算する経費（機械経費，通信運搬費等，材料費等）

の対象としない。但し，水文観測業務の内，流量観測業務の高水流量観測の外業作業については，割増賃金部分

も経費（精度管理費含む）の対象とする。  

 

 

１－３－３ 旅費交通費の構成 

 

１－３－４ 旅費交通費等の積算例（滞在時） 

 

（１） 積算条件 

（２） 交通費 

（３） 旅費交通費 

（４） 往復旅行時間にかかる直接人件費（参考） 
 

                基準日額 移動日数 
      測 量 技 師       ＝ 33,300 × 1      ＝ 33,300 円 

      測量技師補  ＝ 26,900 × 1      ＝ 26,900 円 

      測 量 助 手       ＝ 26,800 × 1      ＝ 26,800 円 

往復旅行時間にかかる直接人件費計 ＝33,300＋26,900＋26,800×2＝ 113,800 円 

 

１－３－５ 宿泊を伴う外業所要日数の休日補正の算定 

 

 

 

 

１－６ 技術者基準日額時間外手当の算出 

 

（２） その他 

 割増賃金部分は，各業務の直接人件費に対する割合により積算する経費（機械経費，通信運搬費等，材料費等）

の対象としない。  
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第２章 測量業務標準歩掛（参考資料） 

 

第７節 測量業務標準歩掛における機械経費等の構成 

 

７－２ 測量業務標準歩掛における作業量に対する割合の計算例 

 

    機械経費等（千円）＝ 3,405 ×（作業量：km2）＋ 93 

             ＝ 3,405 × 0.1 ＋ 93 

                      ＝ 433.5（千円） 

※1 円単位まで有効（1 円未満切捨て）とする。 

第２編 測量業務（参考資料） 

 

第７節 測量業務標準歩掛における機械経費等の構成 

 

（新設） 

 

 

 

  



 
業  種 積算基準（参考資料） 

(H30) 

改          正 現          行 備  考 

第４章 土木設計業務（参考資料） 
 

第４節 橋梁設計 
 

 ４－２ 橋梁詳細設計 

４－２－１ 積算についての注意事項 

２．〈橋梁上部工〉 

 

（４） 上部工詳細設計の積算例 

       （例） 

      設計条件；［予備設計なし］ 

      ◎４径間連続ポストテンションＴ桁橋（基本構造物，橋長１６８ｍ，Ｒ＝３００ｍ，斜角６５゜） 

                          同  上            （類似構造物，橋長１６０ｍ，Ｒ＝２８０ｍ，斜角６５゜） 

            ◎ 単純ポストテンションＴ桁橋     （標準設計利用，橋長３０ｍ） 

                          同  上            （標準設計利用，橋長３５ｍ） 

 
                                                     Ｒ＝３００ｍ 

                                   橋長１６８ｍ                                  

                                                    
                                                   橋長１６０ｍ             斜角６５゜ 

     単純ポストテンションＴ桁橋（Ｒ＝∞）                                                 

                                                     Ｒ＝２８０ｍ 

                 橋長３５ｍ                        

                                            ４径間連続ポストテンションＴ桁橋 

                             

              

                        

     １） 電子計算機使用料 

電子計算機使用料は基本構造物を対象とし，上部工橋種毎にそれぞれ標準歩掛の２％を直接経費と 

して計上する。 

     ２） 橋長補正 

３径間連続ポストテンションＴ桁橋の橋長補正式より，ｙ＝０．３６６×Ｌ＋５３．３４（％） 

         したがって，橋長１６８ｍの場合；０．３６６×１６８＋５３．３４＝１１４．８２８ 

                                                                       ≒１１４．８（％） 

（小数２位を四捨五入し，小数１位止とする） 

橋長１６０ｍの場合；０．３６６×１６０＋５３．３４＝１１１．９００ 

                                       ≒１１１．９（％）    

（小数２位を四捨五入し，小数１位止とする） 

 

注）歩掛適用範囲については，「径間毎の標準橋長」で決定し，適用橋長（４径間の場合は，３径間適 

用橋長×１３０％）を超えるものについては別途計上するものとし，橋長補正式による歩掛の補正 

はしないものとする。 

 

第４章 土木設計業務（参考資料） 
 

第４節 橋梁設計 
 

４－２ 橋梁詳細設計 

４－２－１ 積算についての注意事項 

２．〈橋梁上部工〉 

 

（４） 上部工詳細設計の積算例 

       （例） 

      設計条件；［予備設計なし］ 

      ◎４径間連続ポストテンションＴ桁橋（基本構造物，橋長１６８ｍ，Ｒ＝３００ｍ，斜角６５゜） 

                          同  上            （類似構造物，橋長１６０ｍ，Ｒ＝２８０ｍ，斜角６５゜） 

            ◎ 単純ポストテンションＴ桁橋     （標準設計利用，橋長３０ｍ） 

                          同  上            （標準設計利用，橋長３５ｍ） 

 
                                                     Ｒ＝３００ｍ 

                                   橋長１６８ｍ                                  

                                                    
                                                   橋長１６０ｍ             斜角６５゜ 

     単純ポストテンションＴ桁橋（Ｒ＝∞）                                                 

                                                     Ｒ＝２８０ｍ 

                 橋長３５ｍ                        

                                            ４径間連続ポストテンションＴ桁橋 

                             

              

                        

     １） 電子計算機使用料 

電子計算機使用料は基本構造物とし，上部工橋種毎にそれぞれ標準歩掛の２％を直接経費と 

して計上する。 

     ２） 橋長補正 

          ３径間連続ポストテンションＴ桁橋の橋長補正式より，ｙ＝０．３６６×Ｌ＋５３．３４（％） 

         したがって，橋長１６８ｍの場合；０．３６６×１６８＋５３．３４＝１１４．８２８ 

                                                                       ≒１１４．８（％） 

（小数２位を四捨五入し，小数１位止とする） 

橋長１６０ｍの場合；０．３６６×１６０＋５３．３４＝１１１．９００ 

                                       ≒１１１．９（％）    

（小数２位を四捨五入し，小数１位止とする） 

注）歩掛適用範囲については，「径間毎の標準橋長」で決定し，適用橋長（４径間の場合は，３径間適 

用橋長×１３０％）を超えるものについては別途計上するものとし，橋長補正式による歩掛の補正 

はしないものとする。 

 

 

橋長３０ｍ 橋長３０ｍ 


